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研究成果の概要（和文）： 

本研究では、いままで不透明なままであった NPO やボランティアによる地域福祉の改善・発 
展に寄与する信頼や規範といった社会関係資本（social capital）の醸成や活用の過程につい 
て、ネットワークベースのアプローチを用いることによって解明を試みるものであった。こう 
した課題について、量的調査、質的調査により、分析を行った。 

研究成果の概要（英文）： 
The aim of this study is to explore the role of social capital in the process of an 
improvement and development of the community welfare by NPO and the volunteer. We tried 
to elucidate the process ofmaking social capital by using the approach of a network base. 
Quantitative investigations and qualitative investigations are carried out for . 
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１．研究開始当初の背景 
本研究では、いままで不透明なままであっ 

た NPO やボランティアによる地域福祉の改 
善・発展に寄与する信頼や規範といった社会 
関係資本（social capital）の醸成や活用の 
過程について、ネットワークベースのアプロ 
ーチを用いることによって解明を試みるも 
のである。 

社会関係資本は、「信頼、規範、ネットワ 
ークといった社会組織の特徴」（Putnam, 
1993: p.167）であるという合意が学術的に 
も一定なされている。そしてそれが、政策パ 
フォーマンスや経済発展のみならず、健康、 
教育、犯罪防止、コミュニティ・ディベロッ 
プメントといった地域福祉の諸側面の改 
善・発展にも役立つことが明らかにされてき 
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ている。 
社会関係資本がどのように醸成されるかに 

ついては、 パットナムの一連の研究 （Putnam, 
1993; 1995; 2000）以降、アソシエーション 
（クラブや NPO、コミュニティ組織やボラン 
ティア団体等）への所属が前提として広く共 
有されてきた。ところが、複数の先行研究の 
成果からは、この前提を疑わざるを得ない結 
果がみられている（桜井, 2007）。例えば、 
van Deth（1997）の研究ではアソシエーショ 
ンへの参加と民主主義的態度とは弱い関係 
性しか見られなかったし、Hooghe（2003）の 
研究ではボランティア活動への参加時間や 
熱心さは、社会関係資本の強さとはあまり関 
係がなかった。これらの調査結果を鑑みれば、 
アソシエーションが無条件に社会関係資本 
を醸成しているという立場に対しては、批判 
的にならざるを得ない。 
さらに、多くの研究者が批判するように（例 
えば Portes1998）、パットナムの社会関係資 
本論では、機能としての社会関係資本が先な 
のか、それとも社会の諸側面の改善が先なの 
か、理論的に説明ができていない。Lupton 
（2003） によれば、 貧困地域においては、 人々 
は交通手段を持たないこと等により、地域外 
との交流が著しく少なかった。そしてそのた 
めに、形成された「貧困の文化」を断ち切る 
ことができずにいた。こうした課題を抱えた 
地域では、個人や組織（福祉 NPO 等）が起点 
となって改善・活性化していくコミュニティ 
ワークの過程が重要となるが、アソシエーシ 
ョンベースのアプローチではそれを適切に 
説明できない。 
他方、社会関係資本を説明するもうひとつ 

のアプローチが存在している。それがネット 
ワークベースのアプローチである。このアプ 
ローチはコールマンの社会関係資本理論を 
ベースとしながら、グラノベッターの「弱い 
紐帯の強さ」概念やバートの「構造的空隙」 
概念などを理論的発展として取り込みつつ、 
リンによって一定の体系づけがなされた 
（Lin, 2001）。ネットワークベースアプロー 
チはアソシエーションへの所属が即、人々の 
社会関係資本の蓄積を促進するとは考えな 
い。アソシエーションも様々な社会構造とネ 
ットワークのひとつの形態であるとみなし、 
そこに存在する個人の地位と位置が、社会関 
係資本の有り様に関係しているという前提 
に立つ。このアプローチはこれまで、個人の 
求職活動といった個人財としての社会関係 
資本を説明することに、もっぱら関心が注が 
れてきた。そのため、このアプローチによっ 
て、社会の諸側面を改善する作用の、いわば 
集団財としての社会関係資本の醸成や活用 
について説明しようとする試みはわずかに 
とどまっていたと言ってよい（Morenaers 
（2003）や、Son & Lin, 2007など）。 
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２．研究の目的 
現代のコミュニティ（とりわけ都市部）に 

おいては、近隣地域を越えた重層的な社会圏 
（social circles）が存在し、そして住民は 
それらを連結する存在であることが明らか 
となってきている。このため、ネットワーク 
ベースアプローチを用いて地域社会での社 
会関係資本の醸成と活用の過程を解明する



作業は、大きな可能性を持った、きわめて有 
効的な方法であるといえよう。本研究では、 
地域福祉の改善・活性化に寄与する集団財的 
な社会関係資本の醸成と活用の過程を明ら 
かにすることを目的とした。 

３．研究の方法 
第一に、数量調査である。地域社会におい 

て、人々の支援ネットワークや親密ネットワ 
ークが、人々の信頼やボランティア・地域参 
加行動にどのような影響を与えているのか 
について、人々の各種アソシエーションの所 
属実態と比較しつつ、実証的に分析する。 
第二に質的調査である。個人や組織を起点 

として、社会関係資本がどのように地域福祉 
の改善や活性化に寄与するのかを解明する 
ために、代表的なケースの調査を行う。調査 
方法としては、活動場面の参与的観察、代表 
者（＝社会起業家）や関係者への半構造的イ 
ンタビュー調査を主として用いる。調査の焦 
点は、代表者がどのように社会起業家精神を 
育てるに至ったか、どのような社会関係資本 
が準備期・開始期・発展期において役だった 
のか、そしてどのように地域福祉の改善・活 
性化がなされたか、である。それらに関して 
の社会関係資本の影響を分析する。 

４．研究成果 
量的調査の成果としては、Sakurai（2011） 

をあげることができる。これは、JGSS 2003 
データセットの二次データの分析によって、 
日本の市民運動や地域活動への参加の規定 
因について、とりわけソーシャルキャピタル 
の影響を分析したものである。その結果、ま 
ず、日本では地域活動に参加する人数は、市 
民運動や住民運動に参加する人々の5倍以上 
であることを明らかにした。すなわち日本の 
市民社会は、ペッカネン(2006=2008)が主張 
する二重構造を持つことが、市民参加の量か 
らも確認することができたのである。 

同時にこの研究では、地域活動の参加と、 
市民運動の参加とには、異なる性質のソーシ 
ャルキャピタルが影響することが明らかと 
なっている。ソン＆リン(2008)の研究成果を 
援用し、地域活動への参加を表出的市民行動 
（個人・グループ・コミュニティの資源—例 
えば価値・生活水準や福祉などーを保持する 
行動）と定義し、市民／住民運動への参加を 
道具的市民行動（個人・グループ・コミュニ 
ティの資源を新たに獲得する行動）と定義し 
た。多変量解析の結果、地域活動への参加に 
は、市民／住民運動への参加よりも、多様な 
社会関係資本が影響を持つ傾向があること 
も明らかとなった。ほとんどのタイプの社会 
関係資本は市民／住民運動への参加に対す 
るプラスの効果を示さなかった一方で、豊富 
な社会関係資本は日本で地域活動への参加 

を決定する重要な要因であることが明らか 
となった。個人的な社会関係資本と組織的な 
社会資本は両方とも、地域活動への参加を強 
く規定する要因となっていた。さらに、市民 
／住民運動への参加および地域活動への参 
加は、相互に影響を及ぼしあっていた。これ 
は、市民活動家が同様に地域社会活動家であ 
ることを意味し、それらは相反する人物像と 
言うよりも、同一の人物である可能性が高い 
ことを示唆している。ただし、活動の両方の 
形式に参加する個人は少数であることに注 
意は必要である。 
質的調査の成果としては、Sakurai（2008） 

や久留宮・桜井（2011）などをあげることが 
できる。 
前者は、地域福祉の起業事例として宅老所 

を例に、その設立者達がどのようなソーシャ 
ルキャピタルによって立ち上げに必要な諸 
資源を調達したのかを分析している。以下、 
調査の結果から明らかになったことをまと 
めたい。まず、ソーシャルアントレプレナー 
シップの起業においては、その社会革新性の 
高さから資源動員に困難を伴うこともあり、 
その際、社会関係資本の活用が重要となるこ 
とが示唆された。とりわけ、人的資源（起業 
時スタッフ）の動員においては、その多くが 
一般的な募集ではなく、企業家のネットワー 
クにおいて動員されていた。これは、ソーシ 
ャルアントレプレナーシップの成功に向け 
ては、 まずは理念・ミッションを共有する 「な 
かま」集団を形成することが重要であるため 
であると考えられる。また、小規模多機能ホ 
ームの起業においては、職業的なネットワー 
クを通じて資源を動員する例が多く見られ 
た。これは「介護」が充分に市場として確立 
した分野であることや、専門的な知識や技術 
を伴う分野であることから起因すると考え 
られる。これは、ソーシャルアントレプレナ 
ーシップの起業一般に適応できることでは 
ないのかもしれないが、専門性の高い領域に 
おいては共通することかもしれない。まとめ 
ると、市場での資源調達が困難な設立者達は、 
インフォーマルなネットワーク（ソーシャル 
キャピタル）によって資源と調達する傾向が 
あることが明らかとなったと言える。 
後者は、NPO 間のネットワーク形成におけ 

る中間支援組織・施設の役割について、「京 
都府山城 NPO パートナーシップセンター」の 
事例より、実証的に論じたものである。事例 
においては、ええもん発見市というイベント 
を実施することで、それに当日関わった NPO 
も新たなネットワークを形成し、今後の運営 
に役立つ資源（情報や人材等）を獲得してい 
たことも確認できた。また、協働事業に取り 
組むことによって NPO 同士の理解が進み、今 
後の関係性継続に期待が持てる結果も見て 
とれた。このことは中間支援組織・施設では



コア・ネットワークの資源を活用してさらな 
るネットワーク形成をはかることがその役 
割として期待できることを示唆している。中 
間支援組織においては、日々の活動の中で、 
NPO 同士、あるいは NPO と他セクターの諸組 
織・諸個人間のコア・ネットワークが、様々 
な形で形成されており、それを活用し、協働 
事業を実施していくことが、そのコア・ネッ 
トワーク内の NPO 支援につながるといえる。 
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